（様式１）実施要領第６条第３項関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年　　月　　日

○○○○所長　殿

みずから守るプログラム地域協働事業　実施申込書

	地域協働事業を実施する地域の名称及び属する市町村

	（地域の名称）　○○○○地区（○○市町村）

	実施を希望する地域協働事業の名称

	　○○○○支援業務

	地域協働事業を実施する地域住民団体等の住所、団体名称、代表者氏名及び連絡先

	（住所）

（団体名称）

（代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（連絡先・電話）

	防災ＮＰＯ法人の名称、住所、代表者氏名及び連絡先

	（住所）

（団体名称）

（代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（連絡先・電話）


· 申込書は、地元市町村の窓口まで提出してください。（受付日付厳守）
· 申込書には、必ず実施申込書別紙を添付してください。

· 防災ＮＰＯ法人に事前に協力を要請し、内諾を得た場合（実施要領第6条第2項）は、防災ＮＰＯ法人の欄にも記載してください。

· 防災ＮＰＯ法人に協力を要請した場合、日ごろの活動における生きた防災知識が学べるだけでなく、一連の契約事務の代行、手引き等の教材の提供、ファシリテータ（講師）の派遣、マップの作図・印刷（マップ支援業務の場合）についての支援が受けられます。
（実施申込書 別紙）

年　　　月　　　日
誓　　　約　　　書

○○○○建設事務所長　殿

　　　　　　　　　　　　　（住所）

　　　　　　　　　　　　　（実施団体名称）

　　　　　　　　　　　　　（代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　（連絡先・電話）

「みずから守るプログラム地域協働事業実施要領」に基づく地域協働事業を受託するに当たり、下記の要件を遵守することを誓約いたします。

記

１　みずから守るプログラム地域協働事業実施要領を遵守します。

２　本事業の参加者は、自発的な意思により参加するものといたします。

３　委託料は、受託団体の活動資金に充てるものとし、参加者の報酬（実費弁償を除く）とはいたしません。

４　手づくりハザードマップの記載内容について、参加者の話し合いにおいて「確からしい情報」や「地域個別の主観」により作成されたものであることを理解し、実際の水害においては、自らの判断に基づき行動することについて、地域の利用者と情報共有いたします。
（様式２）実施要領第７条第１項関係

みずから守るプログラム地域協働事業に関する協定書
　みずから守るプログラム地域協働事業の地域住民団体等への委託の実施について、○○○○（以下「実施団体」という。）と△△市町村長（以下「市（町村）長」という。）及び愛知県□□建設事務所長（以下「所長」という。）は、○○○○地区における○○○○支援業務の実施に関する協定を次のとおり締結する。
（目的）
第１条　この協定は、みずから守るプログラム地域協働事業実施要領（以下、「実施要領」という。）に基づき、実施団体が地域協働事業を実施するにあたり、実施団体、市（町村）長、所長が協力して支援を実施することについて、必要な事項を定めるものである。
（実施団体の役割）
第２条　実施団体は、実施要領第５条の他に、地元市町村への支援の要請、県建設事務所への応募、委託業務の契約、業務実施に必要となるマップ作成手引きもしくは訓練実施手引きの用意、あるいはカルタ支援業務の実施に必要となるものの用意、事業の運営、及び県建設事務所への完了報告等、当該事業の実施に必要となる実務を行うものとする。

　２　実施団体は、事業実施にあたり責任者を決めるものとする。

　３　実施団体は、当該事業の実施後に参加者アンケート（実施要領別添１）を実施するものとする。
　
（市町村長の役割）
第３条　市（町村）長は、実施要領第５条の他に、マップ支援業務においては、手づくりハザードマップの基礎となる都市計画白図を提供し、勉強会において洪水ハザードマップの記載内容を説明するために職員を派遣するものとする。
　また、訓練支援業務においては、実施団体の運営を補佐し、当該地域における防災情報を説明する職員を派遣するものとする。

　　およびカルタ支援業務においては、実施団体の運営を補佐し、当該地域における過去の水害情報及び防災情報を説明する職員を派遣するものとする。

（所長の役割）
第４条　所長は、実施要領第５条の他に、事業実施にあたり事故等の業務遂行に支障となる異常の報告を受けるものとする。
（事業の実施）
第５条　実施団体は、事業を実施するときは、法令を遵守するとともに安全に十分配慮し、参加者へ周知し、また他の者の支障とならないように努めるものとする。

　２　実施団体は、支援業務に含まれない事業実施に必要となる会場や、文房具、飲み物等について、負担するものとする。
３　実施団体は、契約期間内を通じて地元から苦情のないように適切な時期に実施するものとする。

４　実施団体は、作業においては､第三者に危害を与えないよう安全管理に注意を払うものとする。

５　実施団体は、スケジュール管理を行い、委託期間内に事業を完了できるよう留意するものとする。

（有効期限）
第６条　本協定の有効期限は、協定締結日から令和○○年○○月○○日までとする。
（疑義の処理）
第７条　この協定に定めのない事項及び疑義が生じたときは、実施団体、市（町村）長及び所長が協議する。
令和○○年○月○○日

　　　　　　　　　　　　　　　

（実施団体名称）
代表者　　　　　　　　　　　○○　○○　印
△△市（町村）長　　　　　　○○　○○　印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

愛知県□□建設事務所長　　　○○　○○　印
（様式３）実施要領第7条第２項関係
委　託　契　約　書

　愛知県（以下「甲」という。）と○○○○代表△△△△（以下「乙」という。）は、みずから守るプログラム地域協働事業実施要領（以下、「実施要領」という。）第７条第２項に基づき、○○市町村内○○○○地区における○○○○支援業務の実施について、次のとおり契約を締結する。
（総則）

第１条　甲は、委託業務の実施を乙に委託し、乙はこれを受託するものとする。

（委託業務の内容）

第２条　乙の実施する委託業務の内容は以下のとおりとする。

· みずから守るプログラム地域協働事業実施要領に基づき、みずから守るプログラム地域支援事業のうち○○○○支援業務を実施するものとする。

· マップ作成手引き、もしくは訓練実施手引きに沿って事業を実施するものとする。
（委託期間）

第３条　委託期間は、契約締結の日から令和○○年○月○日までとする。
（委託料）

第４条　委託料は、金○○○○円（うち取引に係る消費税及び地方消費税額金○○○円）とする。
（契約保証金の免除）
第５条　契約保証金は、愛知県財務規則第129条の３第６号の規定により免除するものとする。

（委託業務の調査等）

第６条　甲は、必要があると認めたときは、乙に委託業務の実施状況等必要な事項について､報告もしくは資料の提出を求め、又は必要な指示をすることができるものとする。

（委託業務の変更）

第７条　委託業務の内容に変更が生じたときは、甲、乙協議するものとする。

（再委託）

第８条　乙は、実施要領第５条第１項に基づき、甲が提供する「みずから守るプログラム」支援ＮＰＯ法人候補一覧表に記載された防災ＮＰＯ法人に事業実施の支援を要請するものとして甲の承諾を得た場合を除き、委託業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。

（権利義務の譲渡等の禁止）

第９条　乙は、甲の承諾を得た場合を除き、この契約から生じる一切の権利義務を第三者に譲渡し、又は履行を委任することはできない。

（完了届）

第１０条　乙は地域協働事業を完了した場合、直ちに完了報告書（実施要領様式７）、参加者アンケート（実施要領別添１）の原本、及びチェックリスト（実施要領別添２）を甲に提出するものとする。
２　乙は手づくりハザードマップ作成支援業務の場合、完了報告書に完成地図２部、勉強会、まち歩き、及びワークショップの様子が分かる写真を添付すること。
３　乙は大雨行動訓練実施支援業務の場合、訓練の案内に作成した大雨行動訓練実施要項（任意様式）２部と、勉強会と訓練の様子が分かる写真を添付すること。
４　甲は前項の完了報告書を受理したときは､遅滞なく委託業務を検査し､乙にその結果を事業完了認定書により通知するものとする。
（委託料の請求）

第１１条　乙は、前条第４項の規定にもとづいて、事業完了認定書による通知のあったときは、速やかに請求書（実施要領様式１２）を甲に提出するものとする。
（委託料の支払い）

第１２条　甲は､適法な請求書を受理したときは､30日以内に委託料を乙に支払うものとする。

２　甲の責に帰すべき事由により委託料の支払いが遅れた場合においては、甲は、未受領金額につき、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第8条の規定に基づいて、遅延日数に応じ、遅延利息を支払うものとする。
（契約の解除等）

第１３条　甲は乙が本契約（チェックリスト含む）を適正に履行しない場合は､契約を解除できるものとする。

２　前項の場合において、甲は、委託料の全部又は一部を支払わず、またすでに支払っている委託料がある場合にはその全部又は一部を乙から返還させることができる。

３　乙は地元住民の間に紛争が発生した場合は､自らの責任において処理するものとする。

（損害賠償）

第１４条　乙はこの契約を履行する際に、甲に損害を与えたときは、その損害を甲に対して賠償しなければならない。

（契約外の事項）
第１５条　この契約に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、甲乙協議するものとする。

　　この契約の証として､本書2通を作成し､甲乙それぞれ１通を保有する。

　　令和○○年○○月○○日

　　　　委託者（甲）愛知県

　　　　　　　　　　　　　代表者　　愛知県○○市○○町○○番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県○○建設事務所長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○　　　　印

　　　　受託者（乙）○○○○会
　　　　　　　　　　　　　代表者　　愛知県○○市○○町○○番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△△　△△　　　　印

（様式４）実施要領第8条第３項関係
再　委　託　契　約　書

　○○○○（以下「甲」という。）と△△△△（以下「乙」という。）は、みずから守るプログラム地域協働事業実施要領（以下、「実施要領」という。）第８条第３項に基づき、甲が令和○○年○月○日付けで愛知県○○建設事務所長との間に締結した○○市町村○○○○地区における○○○○支援業務の実施についての委託契約（以下、「原委託契約」という。）の実施について、次のとおり再委託契約を締結する。

（総則）

第１条　甲は、次条に定める業務の実施を乙に委託し、乙はこれを受託するものとする。

（委託業務の内容）

第２条　乙の実施する委託業務の内容は以下のとおりとする。

· 実施要領に基づき、みずから守るプログラム地域協働事業のうち○○○○支援業務の実施を支援するものとする。

· 支援の内容は、実施要領第５条第３項によるものとする。

（委託期間）

第３条　委託期間は、契約締結の日から令和○○年○月○日までとする。

（委託料）

第４条　委託料は、実施要領第9条第2項に基づき金○○○○円（うち取引に係る消費税及び地方消費税額金○○○円）とする。
（委託業務の変更）

第５条　委託業務の内容に変更が生じたときは、甲、乙協議するものとする。

（委託料の請求）

第６条　乙は、甲が実施要領第１１条第４項の事業完了認定書による通知を受領したときは、速やかに請求書を甲に提出するものとする。

（委託料の支払い）

第７条　甲は､前条に定める請求書を受理したときは､原委託契約第１２条に基づく委託料の支払いを受けた後すみやかに本契約第４条に基づく委託料を乙に支払うものとする。

（権利義務の譲渡等の禁止）

第８条　乙は、第三者に対し、委託業務の全部若しくは一部の実施を委託し、若しくは請け負わせ、又はこの契約に基づいて生じる権利義務を譲渡してはならない。

（契約の解除等）

第９条　甲は乙が本契約を適正に履行しない場合は､契約を解除できるものとする。

２　前項の場合において、甲は、委託料の全部又は一部を支払わず、すでに支払っている委託料がある場合には、その全部又は一部を乙から返還させることができる。

３　乙は地元住民の間に紛争が発生した場合は､自らの責任において処理するものとする。

（損害賠償）

第１０条　乙はこの契約を履行する際に、甲に損害を与えたときは、その損害を甲に対して賠償しなければならない。

（契約外の事項）

第１１条　この契約に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、甲乙協議するものとする。

　　この契約の証として､本書2通を作成し､甲乙それぞれ１通を保有する。

　　令和○○年○○月○○日

　　　　委託者（甲）○○○○

　　　　　　　　　　　　　代表者　　愛知県○○市○○町○○番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○　　　　印
　　　　受託者（乙）△△△△
　　　　　　　　　　　　　代表者　　愛知県△△市△△町△△番地

△△　△△　　　　印
（様式５）実施要領第8条第1項関係
	事 業 再 委 託 承 諾 申 出 書

　年　　　月　　　日　

愛知県○○建設事務所長　殿

受託者　○○市○○町○○番地

　○○○○会

　代表　○○　○○　　　　　

再委託者　△△市△△町△△番地

名称及び　△△△△
代表者氏名　△△　△△　　　　　　　　

下記のとおり、事業を再委託したいので承諾してください。

	事業名
	○○○○支援業務

	実施の地区の名称
	○○市町村○○○○地区

	請負代金額
	○○○○円

	工期
	令和○○年○月○日まで

	契約締結年月日
	令和○○年○月○日

	再委託先
	防災ＮＰＯ法人　○○○○

	再委託する理由
	みずから守るプログラム地域協働事業実施要領第５条第１項に基づき、防災ＮＰＯ法人に事業の支援を要請するため


（様式６）実施要領第8条第2項関係
	○○号外　
令和○○年○○月○○日　
　　　○○○○会
代表　○○　○○様

愛知県○○建設事務所長　印

　　　事業の再委託について（通知）

　　　年　月　日付けの申出については、承諾します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当　○○課○○グループ（○○）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　000-000-0000（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）


（様式７）実施要領第１０条及び委託契約書第１０条第1項関係
令和　　年　　月　　日

○○建設事務所長　殿

みずから守るプログラム地域協働事業　完了報告書
下記のとおり事業を完了したので報告します。

	地域協働事業を実施した地域の名称及び属する市町村

	（地域の名称）　○○○○地区（○○市町村）

	実施した地域協働事業の名称

	　○○○○支援業務

	受託者の名称、住所、代表者氏名及び連絡先

	（住所）

（団体名称）

（代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（連絡先・電話）

	実　績　等

	参加者
	　○○人

	アンケート回答数
	　○○人


· この報告書は、事業が完了したら、すみやかに愛知県○○建設事務所○○課に提出してください。
· 手づくりハザードマップ作成支援業務については、この報告書の提出に合わせて、手づくりハザードマップ成果２部、勉強会・まち歩き・ワークショップの様子が分かる写真、参加住民アンケートの原本を提出してください。

· 大雨行動訓練実施支援業務については、この報告書の提出に合わせて、訓練の案内に作成した大雨行動訓練実施要項（任意様式）２部、勉強会と訓練の様子が分かる写真、参加住民アンケートの原本を提出してください。
（様式８）実施要領第１１条第１項関係
令和　　年　　月　　日

検　査　員　任　命　書
　○○課○○グループ

○○　○○　

○○建設事務所長　　
下記委託業務の検査員を任命する。
実施場所　　　　　○○市町村○○○○地区　
委託業務名　　　　○○○○支援業務　
委託金額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
受託者の住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
受託者の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
契約締結年月日　　令和　　年　　月　　日
＊検査員については、主査以上を任命すること。
（様式９）実施要領第１１条第４項関係
令和　　年　　月　　日

○○建設事務所長　殿

○○課○○グループ

· ○　○○　
　令和　年　　月　　日実施した､下記委託業務の完了検査の結果は次のとおりです。

記

委託業務名　　　○○○○支援業務　
実施場所　　　　○○市町村○○○○地区　　

委託金額　　　　金　　　　　　　　　　円
受託者の住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

受託者の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
契約締結年月日　令和　　年　　月　　日

　検査結果　　　　　　合格　　・　　不合格

· 改善を指示する場合は、改善指示書を通知する。

· 改善を指示した場合は、改善完了確認後押印し､検査結果も記入する。

（様式１０）実施要領第１１条第５項関係
令和　　年　　月　　日

事　業　完　了　認　定　書　
（受託者の名称及び代表者）

　様

　　　　　　　　　　　　　○○建設事務所長　　印

委託業務名　　　　○○○○支援業務　
実施場所　　　　　○○市町村○○○○地区　

　
委託金額　　　　　金　　　　　　　　円　
　
委託期間　　　　令和　　年　　月　　日から　　年　　月　　日
検査実施日　　　令和　　年　　月　　日
検査結果　　　　　合　　　格　　　　　　　　　　

上記検査の結果完了したことを認定する。

なお、この事業完了認定書を受領した場合は、速やかに様式１２の請求書を提出してください。

· 事業完了認定書については、最終検査が終了した時点で発行すること。
（様式１１）実施要領第１１条第６項関係
令和　　年　　月　　日

改　　善　　指　　示　　書

（受託者の名称及び代表者）

　様
　　　　　　　　　　　　　○○建設事務所長　　印
下記委託業務について改善を行ってください。

記

実施場所　　○○市町村○○○○地区　
委託業務名　○○○○支援業務
改善を要する内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

改善期限　　　　令和　　年　　月　　日

· 本書を受け取った際は、改善する内容を必要に応じ検査員に確認してください。

· 改善が完了次第、検査員まで連絡し、再度検査の指示を受けてください。

· 改善した提出物については、改めて改善後のものを検査員に提出してください。
（様式１２）委託契約書第１１条関係
請　求　書　
年　　月　　日

○○建設事務所長　殿

住所

団体名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　
	
	
	
	
	
	


請求金額　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円也
ただし、下記委託業務の請負代金
１　委託業務名　　　○○○○支援業務
２　実施場所　　　○○市町村○○○○地区　
３　契約締結年月日　　　令和　　年　　月　　日

４　請負代金額　　　金　　　　　　　　円

５　支払方法
振込み先

	金融機関
	　　　　　　銀行・組合　　　　　　　店

	預金種別
	
	口座番号
	

	口座名義人（フリガナ）
	


（別添１）協定書第２条第３項及び契約書第１０条第１項関係


問１．勉強会を振り返って、お住まいの市町村の発行する「洪水ハザードマップ」の記載内容は理解できましたか？ （○を１つ付けてください。）
	１．理解できた　２．やや理解できた　３．よく分からなかった　４．分からなかった


問２．まち歩き、ワークショップを振り返って、お住まいの地域の浸水しやすい場所や、比較的高くて水に浸かり難い場所など、地域の水害についての発見はありましたか？
 （○を１つ付けてください。）

	１．発見があった　 ２．ややあった　 ３．あまりなかった　 ４．何もなかった


問３．手づくりハザードマップの作成に取り組んでみて、水害に対する意識は、取り組む前とどう変わりましたか？
 （○を１つ付けてください。）

	１．高まった　 ２．やや高まった　 ３．あまり変わらなかった　 ４．変わらない


問４．完成した手づくりハザードマップを見て、今後取り組みたいことはありますか？
 （○を最大３つまで付けてください。）

	1． 家族で話し合いたい。

2． 家族や、地域での連絡体制を確認したい。

3． 通学路や、通勤経路の確認や、非常用品の確認など、身の回りの点検をしたい。
4． 町内会などの防災の取り組みに協力したい。

5． 水害に対する訓練があれば、参加したい。

6． いざ水害が起こったら、出来る範囲で地域の水防活動に協力したい。

7． その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問５．年齢と性別を教えてください。

（該当する項目に、○を付けてください。）

	１０代以下　 ２０代　 ３０代　 ４０代　 ５０代　 ６０代　 ７０代　 ８０代以上

   男性　　　　女性


以上となります。アンケートにご協力ありがとうございました。


問１．勉強会を振り返って、お住まいの地域の避難指示が、どういった時に発表されるか理解できましたか？ （○を１つ付けてください。）

	１．理解できた　２．やや理解できた　３．よく分からなかった　４．分からなかった


問２．大雨行動訓練に取り組んでみて、水害に対する意識は、取り組む前とどう変わりましたか？
 （○を１つ付けてください。）

	１．高まった　 ２．やや高まった　 ３．あまり変わらなかった　 ４．変わらない


問３．次の事柄について、どの程度理解が深まりましたか？

（該当する項目に、○を付けてください。）

	どこに避難すればよいか
	１．理解できた　２．やや理解できた　３．分からなかった

	地域の連絡網・連絡方法
	１．理解できた　２．やや理解できた　３．分からなかった

	地域の水害の危険性
	１．理解できた　２．やや理解できた　３．分からなかった


問４．大雨行動訓練に参加して、今後取り組みたいことはありますか？
 （○を最大３つまで付けてください。）

	1． 家族で話し合いたい。

2． 通学路や、通勤経路の確認や、非常用品の確認など、身の回りの点検をしたい。

3． 町内会などの防災の取り組みに協力したい。

4． 手づくりハザードマップや洪水ハザードマップを、今一度確認したい。

5． いざ水害が起こったら、出来る範囲で地域の水防活動に協力したい。

6． その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問５．年齢と性別を教えてください。

（該当する項目に、○を付けてください。）

	１０代以下　 ２０代　 ３０代　 ４０代　 ５０代　 ６０代　 ７０代　 ８０代以上

   男性　　　　女性


以上となります。アンケートにご協力ありがとうございました。
（別添２）契約書第１０条第１項及び第１３条第１項関係
手づくりハザードマップ作成チェックリスト
これは、「手づくりハザードマップ作成手引き」に沿って事業を実施するための
チェックリストです。各段階で実施できたか、チェックをしてください。
[ワークショップ１日目　勉強会]
□洪水ハザードマップや過去の水害について学びましたか？ 

✓洪水による「最大浸水深」は？　
✓避難情報発令の仕組みは？　
✓地域の過去の水害は？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
[ワークショップ２日目　マップ仕上げ]
□河川の決壊等で地域が最大何ｍ浸水するか、記載はありますか？
□ゼロメートル地帯では垂直避難が有効な場合があります。

一時避難所は浸水深より高いことを確認していますか？
[マップの活用]
□完成したマップは、全戸に配布など有効活用していますか？

手づくりハザードマップ　参加者アンケート





大雨行動訓練　参加者アンケート





【留意事項】


手づくりハザードマップ作成支援業務は、洪水ハザードマップの浸水深などから、水害の特性を正しく理解していただくための事業であることから、手作りハザードマップ作成時にチェックしていただきたい項目をリストアップしたものです。
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